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 Fig.2.1 は，平成 26 年に裁決(16)が言い渡された海難種類別裁決件数であり，339 件で
あった．その中で機関事故に影響する要因は，11 件（3％）である．Fig.2.2 は，海難審
判裁決録を基に機関士による機関トラブルの合計をまとめたものである．平成 7 年から

































Fig.2.1.Number of marine accident inquire case by risk category 







































Fig.2.4. Number of accident by machinery type 
(件数) 





























































Cord(International Safety Management Cord：国際安全管理コード)が SOLAS 条約
（The International Convention for the Safety of Life at Sea）の 6 章に取り入れられ








 Fig.2.7 は，海上保険を扱う JAPAN P＆I CLUB(18)の 2007 年から 2013 年の海難
事故に関する統計である．Fig2.7 より事故が多発すると事故対策を立案し事故防止を図
る船主が多く,一時的に事故が減少傾向にあり，その対策が功を奏していると推察できる
が，海難件数は平均で 170 件以上と長期的対策の効果が少ないことが分かる． このよ
うな状況から，ヒューマンファクターを考慮した事故防止への様々な取り組みが国内外
で行われており，その概要を紹介する． 



































的アプローチを Fig.2.8 のように定めている． 
なお，2008 年 5 月に第 84 回海上安全委員会
（MSC84）で採択，2010 年 1 月 1 日発効した 
SOLAS 条約第XI-1 章第 6 規則: 海難事故調査
コードの強制化は，「海難時の船員の公正な取り
扱いについての IMO/ILO ガイドライン」で定め










Fig.2.8. Statistical approach for 









の「原因究明型」の海難調査が求められ，平成 20 年 5 月に開催された第 84 回海上安
全委員会（MSC84）において、「海上事故又は海上インシデントの安全調査のための国
際基準及び勧告される方式に関するコード（事故調査コード）」及び同コードを強制化す













ある要因についても裁決に盛り込むよう，高等海難審判庁は，平成 16 年 4 月から，地












（2） 平成 26 年度に発生した海難事故において，機関による海難は 3%程度であるが，
16 
 
その内，機関士が関与する事故は 6 割以上であることが分かった． 































































システムの構成要素には，Hawkins が提唱した SHELL モデルが利用される(27)．このモ
デルは，Software（ソフトウェア），Hardware（ハードウェア），Environment（環境），
Live ware（人）に分類され，L のパフォーマンスが他のシステム要素との関係の善し悪
しに依存することを示したものである．また河野(28)は SHELL モデルに Management
を追加した m-SHELL を提案している．このモデルは，人を表わす中央の L が，他のシ
ステムの要素と周りの L（他の人間，共同作業者等）をコーディネートするようにマネ
















































































































Fig.3.5 に示すように細目へ分類(35)した.   
 







































































Fig.3.5. Combination of SRK model and GEMS model 




































































































































































































































































































Table 3-5 Performance shaping factors 
















使用したデータは，平成 7 年から平成 23 年までに言い渡された海難審判裁決録事
例より，機関管理に関わる事件全 1397 件から漁船，プレジャーボートを除く 298
件の事例及び，平成元年から平成 19 年の日本舶用機関士協会編集舶用機関事故事例
集に掲載された機関管理に関わる故障 198 件を調査し，このうち人的要因に関する









































出力（KW） 7,502 735 2,353 


















































































































（％）は，海難事故件数 298 件に対するパーセントである． 









































111 外的事柄 76 25.5
121 特定の状況 35 11.7
131 機関士能力欠落 15 5.0
141 非外的事柄 172 57.7
②機関士エラーメカニズム 隻数 ％
211 慣れによる一点集中 14 4.7
212 慣れによる短縮 13 4.4
213 慣れによるやり損い 20 6.7
214 点検不足 30 10.1
221 選択ミス 20 6.7
222 固執性 26 8.7
223 ルールの逸脱 113 37.9
231 判断ミス 54 18.1
232 自信過剰 8 2.7
③機関士エラーに至った内的要因 隻数 ％
311 注意不足 73 24.5
312 見落とし 14 4.7
313 勘違い 9 3.0
321 先入観 55 18.5
222 過小評価 70 23.5
232 確認ミス 9 3.0
331 決定ミス 35 11.7
341 整備ミス 33 11.1
④外観的エラーモード 隻数 ％
611 通常作業無 169 56.7
621 通常作業有 60 20.1
631 応急処置無 40 13.4
641 応急処置有 29 9.7
⑤行動に影響する因子 隻数 ％
411 慣れ・習慣 95 31.9
412 経験的勘 75 25.2
421 知識・経験不足　 21 7.0
422 注意力・焦り 106 35.6
⑥作業状況の因子 隻数 ％
511 計画不良 162 54.4
512 整備不良 30 10.1
513 環境不良 30 10.1
514 指示・連絡不良 96 32.2












 「機関士エラーメカニズム」における主な要因は，「ルールの逸脱」（113 件 37.9％）
である規定されたルールの逸脱が最も多く，次に,注意は誤った方向にむけられる「判断











断する「先入観」（55 件 18.5％）が多いことが分かった． 



































































































































































Fig.4.1 Relationship between mechanisms of human 
malfunction and internal human malfunction 




























































  数量化Ⅲ類(39)(40)(付録 A)は，Table4-1 のよう
な反応パターンが与えられることにより始ま
る．Table4-1 に示す 5 つの反応点を相関係数
が最大となる並び替えの方法を示す．5 つの反
応点の座標はそれぞれ









平均 ?̅? = ?̅? = 0 
分散 (𝑋𝑖 − ?̅?)
2 = 1 
             (𝑌𝑖 − ?̅?)
2 = 1 






 この相関係数 r を最大とする X と Y の値を求めることが数量化Ⅲ類であり，r の最大
値に対する X と Y の値が成分 1 に対するカテゴリースコア及びサンプルスコアとなる．















 (𝑋′3, 𝑌′3)の座標を与え X と X’，Y と Y’が無相関となるような相関係数のうち，最大とな
るような相関係数を求める．この時の相関係数に対する X’と Y’が成分 2 に対するカテゴ







 「注意不足」による事故を数量化Ⅲ類によって分析し，成分 1 から成分 3 までのカテ
ゴリプロットを Fig.4.4 に示す．また,各成分のカテゴリースコアを Table4-2 に示し，結
果は以下の通りである． 














分 11 以上を対象とする必要がある．しかし，成分 11 の寄与率は 6%を満たさず，その
分析対象を増やしても，いたずらに相関の低いエラーグループを抽出することになり，
































変数名 成分1 変数名 成分2 変数名 成分3
131 3.829 641 2.920 223 2.392
231 1.796 621 1.985 621 1.846
621 1.375 211 1.520 131 1.491
422 1.284 221 1.394 211 1.226
213 0.868 631 0.745 641 1.194
641 0.186 213 0.559 121 0.903
111 0.154 212 0.434 231 0.645
631 0.139 411 0.358 412 0.597
211 0.088 141 0.265 214 0.552
221 0.029 111 -0.074 421 0.287
141 -0.023 611 -0.141 411 0.095
222 -0.086 222 -0.218 141 -0.010
412 -0.177 421 -0.273 422 -0.292
212 -0.207 422 -0.318 111 -0.320
611 -0.265 223 -0.327 222 -0.628
411 -0.407 131 -0.431 611 -0.677
214 -0.742 214 -0.548 213 -0.825
421 -0.754 412 -1.067 221 -0.855
121 -0.895 231 -1.185 212 -1.071
223 -1.638 121 -1.214 631 -1.341






























Fig.4.4. Results of quantification theory type Ⅲ 
 
固有値 寄与率 累積寄与率
成分1 0.510 0.108 0.108
成分2 0.453 0.096 0.203
成分3 0.409 0.086 0.289





 Table4-2 のカテゴリースコアに対応した変数名を Fig.4.4 の細目分対と比較すること
により，成分の解釈を実施した結果，Fig.4.5 の通りになった． 



























クラスター分析 (41)を扱うデータは，Table4-4 に示すような多変量データである． 
Table4-5 は，非類似度行列を示したものである．同じサンプルどうしの非類似度は 0, ま
たは，𝑖 番目のサンプルと𝑖′番目のサンプルの非類似度と，𝑖′番目のサンプルと𝑖 番目の
サンプルの非類似度は等しいと考える． 
𝑑𝑖𝑖 = 0  (𝑖 = 1,2,∙∙∙, 𝑛) 











  変   数 





1 𝑥11 𝑥12 ⋯ 𝑥1𝑗 ⋯ 𝑥1𝑝 
2 𝑥21 𝑥22 ⋯ 𝑥2𝑗 ⋯ 𝑥2𝑝 
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 
i 𝑥𝑖1 𝑥𝑖2 ⋯ 𝑥𝑖𝑗 ⋯ 𝑥𝑖𝑝 
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 
𝑖′ 𝑥𝑖′1 𝑥𝑖′2 ⋯ 𝑥𝑖′𝑗 ⋯ 𝑥𝑖′𝑝 
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 





  サ ン プ ル 





1 𝑑11 𝑑12 ⋯ 𝑑1𝑗 ⋯ 𝑑1𝑝 ⋯ 𝑑1𝑛 
2 𝑑21 𝑑22 ⋯ 𝑑2𝑗 ⋯ 𝑑2𝑝 ⋯ 𝑑2𝑛 
⋮ ⋮ ⋮ ⋱ ⋮ ⋯ ⋮ ⋯ ⋮ 
i 𝑑𝑖1 𝑑𝑖2 ⋯ 𝑑𝑖𝑗 ⋯ 𝑑𝑖𝑝 ⋯ 𝑑𝑖𝑛 
⋮ ⋮ ⋮ ⋯ ⋮ ⋱ ⋮ ⋯ ⋮ 
𝑖′ 𝑑𝑖′1 𝑑𝑖′2 ⋯ 𝑑𝑖′𝑗 ⋯ 𝑑𝑖′𝑝 ⋯ 𝑑𝑖′𝑛 
⋮ ⋮ ⋮ ⋯ ⋮ ⋮ ⋮ ⋱ ⋮ 
























S = 標準偏差 
Table 4-4 Multivariate data 




① サンプル 1 つ 1 つが個々にクラスターを形成していると考え，すべてのクラス
ター間の距離をもとめる． 
② クラスター間の距離に基づき，最短距離の 2 つのクラスターを結合する． 





































































検討した．両観点からデンドログラムの切断レベルを 1.412 にとし，クラスター数を 5
とした． 
切断レベル 1.447 1.412 1.392































611 412111 214 421 223 121 222422211 131 621 221 641 411 631 212 213 141 231
9 2 3 4 2 41 3 4 4 42 件数
クラスター1 クラスター2 クラスター3 クラスター4 クラスター5



















































Fig.4.8 Scatter diagram (Factor 1－2) 
 
Fig.4.9 Scatter diagram (Factor 2－3) 
 



























成分 1－2 よりクラスター1 は，意識行動が低い場合に「注意不足」行動が影響している． 
クラスター2：条件反射的行動 



































































































































 平成元年１月から平成 19 年 9 月の日本舶用機関士協会編集舶用機関故障事例集に掲
載された機関管理に関わる故障 198 件を調査し，このうち人的要因に関する情報全 104
件を抽出して分析対象とする．この舶用機関故障事例集は，日本舶用機関士協会に所属
する船社で発生した事例を収集し，データベースとして報告されているものである．ま
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Fig.5.2. Comparison of actualized and latent events 
 















化は，分析ソフト（JUSE 統計パッケージ Stat Master）を使用して，数量化Ⅲ類によ
り行い，各カテゴリーの成分ごとのスコアを主成分第 3 まで求めた．なお，顕在事象と
潜在事象の相関性，類似性把握に主眼をおく為，分析結果に基づく各成分の解釈は言及
しない．数量化Ⅲ類の結果を Table5-1 に示す． 
情報要約を表す累積寄与率は，顕在事象の成分 3 までが 18.0％，潜在事象の成分 3 まで
は 30.9％を示した．顕在事象と潜在事象のカテゴリースコアは，Table5-2,Table5-3 に
表す．Table5-2 の顕在事象のカテゴリー名 33 件は，過誤の態様や背景要因等が明記さ










に共通する項目が 16 カテゴリーであった． 
次に，カテゴリースコアの結果を 3 次元散布図として示す．顕在事象のカテゴリースコ






固有値 寄与率 累積寄与率 固有値 寄与率 累積寄与率
成分１ 0.327 0.071 0.071 0.769 0.111 0.111
成分２ 0.259 0.056 0.127 0.747 0.107 0.218
成分３ 0.248 0.053 0.180 0.636 0.091 0.309
顕在事象 潜在事象













































































































































Fig.5.4. Scatter diagram (Actualized events) Fig.5.5. Scatter diagram (Latent events) 
 
カテゴリ名 成分1 成分2 成分3 カテゴリ名 成分1 成分2 成分3
自信過剰 1.981 2.264 0.198 自信過剰 1.585 -0.505 -1.895
特定状況 1.143 0.265 0.563 ルールの逸脱 1.522 1.098 3.106
知識不足 1.045 1.848 0.611 整備ミス 1.037 -0.064 1.414
応急処置無 1.028 0.253 0.424 判断ミス 0.971 -0.950 -0.573
決定ミス 0.763 0.436 0.068 過小評価 0.925 -0.797 -1.055
過小評価 0.643 -0.529 0.489 決定ミス 0.710 0.846 0.562
機関士能力欠落 0.612 0.198 -0.810 点検不足 0.564 0.777 0.021
整備ミス 0.529 1.120 -0.217 慣れによる短縮 0.453 0.146 0.435
指示不良 0.437 0.032 0.091 慣れによるやり損い 0.100 1.032 -0.155
知識不足 0.321 -0.721 0.079 確認ミス -0.475 -1.761 0.778
ルールの逸脱 0.309 0.084 0.373 固執性 -0.565 1.816 -0.779
注意力 0.265 0.047 -0.634 選択ミス -0.606 -1.353 1.313
応急処置有 0.237 -1.077 -0.349 見落とし -0.797 -1.037 0.825
判断ミス 0.211 -0.194 -0.753 先入観 -0.820 1.455 -0.958
計画不良 0.104 0.066 -0.121 注意不足 -1.051 0.140 -0.254
選択ミス 0.096 -0.665 0.023 慣れによる一点集中 -1.132 -0.310 -0.104
固執性 0.093 -1.340 0.259
通常操作無 -0.005 -0.021 0.162
環境不良 -0.074 -0.516 0.485
先入観 -0.105 -0.777 -1.147
外的事柄 -0.151 0.469 -0.752 ・・・スキルベース
確認ミス -0.188 -1.426 1.073
慣れによるやり損い -0.205 0.379 -0.707 ・・・ルールベース
非外的事柄 -0.223 -0.286 0.286
勘違い -0.544 0.635 -0.681 …知識ベース
見落とし -0.619 0.545 -1.042
通常操作有 -0.771 0.404 -0.576
慣れ -0.793 0.105 0.507
点検不足 -0.844 0.510 -0.225
注意不足 -0.956 0.343 0.634
慣れによる短縮 -1.022 -0.112 -0.634
整備不良 -1.455 0.210 0.040
慣れによる一点集中 -1.782 0.590 1.226
Table 5-2 Category score 
(Actualized events) 


































































































































































































































































































































































































































 平成 7 年から平成 23 年までに海難審判所にて言い渡された海難審判裁決事例より，







である．本章では，Fig.6.1 の行動パターンの 8 項目に着目し，298 件の海難審判裁決事
例を記載事項に基づき，著者らが機関士の思考特性を考慮して「該当項目が明記されて
いる」，「該当項目に関する情報を十分に読み取ることができる」，「該当項目が明記され














I I A I I I
S S S S S S
F: Failure 1 待ち構えている行動 6 状況を具体的な手順として見定める場合
S: Success 2 作業に対する時間的な合図としてバイパス 7 状況を作業として識別
C: Commission Error 3 具体的な手順として知覚する場合 8 状況から迷わず方針をたてる場合
I: Imperfection Error 4 作業として知覚する場合 9 状況を総合的に判断して，即，作業として把握








































































































合計 分散の % 累積 %
1 4.47 55.82 55.82
2 1.18 14.72 70.54
3 0.81 10.11 80.65
4 0.64 7.97 88.62
5 0.35 4.35 92.97
6 0.29 3.67 96.63
7 0.17 2.18 98.81
8 0.10 1.19 100.00
固有値
Table 6-1 Total variance explained  
 
因子 変数番号 変数名 1 2 共通性
⑥ 現状での妥当な方向を決定 0.907 -0.026 0.795
⑦ 手順の具体化 0.906 -0.145 0.689
④ 結果や他との関係を予測 0.679 0.213 0.673
③ 状況の見極め 0.589 0.244 0.573
⑧ 実行する 0.500 0.040 0.275
② 外的状況を観察 -0.060 1.010 0.840
① 何かに気付く -0.011 0.923 0.953











⑥ 現状での妥当な方向を決定 0.691 0.840
⑦ 手順の具体化 0.750 0.816
④ 結果や他との関係を予測 0.817 0.799
③ 状況の見極め 0.736 0.824
⑧ 実行する 0.469 0.879
② 外的状況を観察 0.855 0.588
① 何かに気付く 0.833 0.613




Table 6-3 Reliability statistic 
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諸規範を比較・評価」で α＝0.95, 「⑧実行」で α＝0.88 と削除前より上昇し，尺度の内
的整合性が高くなった．この 2 項目を分析から除外し，再度，同様な手法にて因子分析
を行った．分析結果を Table6-4 に示す．また，Table6-5 に示す通り，2 因子による累積
因子寄与率は 75.54％と良好な値を示した．第 1 因子は「⑥方向性決定」，「⑦手順の具
体化」，「④結果や他との関係を予測」，「③状況の見極め」の 4 項目で構成されており，
見極め・行動が高い負荷を示している．従って，第 1 因子を「解決策の理解度」と命名























因子 変数番号 変数名 1 2
⑥ 現状での妥当な方向を決定 0.996 -0.100
⑦ 手順の具体化 0.774 -0.075
④ 結果や他との関係を予測 0.748 0.145
③ 状況の見極め 0.637 0.208
② 外的状況を観察 -0.010 0.957









Table 6-4 Factor loadings after excluding two factors 
因子 合計 分散の％ 累積％ 合計
1 3.629 60.485 60.485 3.249












「GFI(Goodness of Fit Index)，適合度指標」と呼ばれる指標である．GFI は通常は 0





Goodness of Fit Index),修正済み適合度指標]が用いられる．これは，GFI の説明力から
不安定度をひいたもので，AGFI も GFI と同様に値が 1 へ近づくほど，データへの当て
はまりが良いモデルと判断される．また GFI と AGFI の間には GFI≧AGFI という関係
があり，両者の差が著しく大きい場合は好ましいモデルではないとされている(44)(45)． 

































①気付き ②観察 ⑥決定 ⑦具体化 ④予測



























































 Fig.7.1(18)は，2007 年度から 2013 年度に発生した外航船の事故件数及び 1 隻当たりの
事故発生件数を示したものである．7 年間の外航船の事故件数は 25,071 件であった．
Fig.7.1 の通り，事故件数は 2010 年度をピークに減少している．加入船の 1 隻あたりの
事故発生率（事故件数/期初加入隻数）は 2010 年度が 1.50 であり，2013 年度は 1.28 ま
Fig.7.1. Numbers of ocean-going vessel accidents, entered vessels, and accident rates per 
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⑨ERS訓練の証明方法 － 特になし 受講証書のみ 受講証書のみ





















































































































































































































0.182 0.090 0.229 *
0.280 0.095 0.334 *
0.320 ***
偏回帰係数 標準誤差
0.235 0.078 0.339 *
0.162 0.082 0.223 *
0.301 ***
偏回帰係数 標準誤差
0.145 0.078 0.226 *
0.160 0.082 0.237 *
0.204 ***
偏回帰係数 標準誤差
0.114 0.072 0.202 *




























 本項では，SD を活用して基本モデルの数値シミュレーションを行う． SD は，スト
ック，フローレイト，コンバータ（補助変数），矢印の 4 種の要素の組み合わせで表現さ
れ，正と負の 2 つのフィードバックループに組み込まれて機能することが特徴である． 
























































































































Fig.7.7. Support strengthening coefficient =0, 





Fig.7.8. Support strengthening coefficient =3, 







































 Fig.7.9. Support strengthening coefficient =0, 





Fig.7.10. Support strengthening coefficient =3, 























































































 第 3 章では，機関士エラー及び人的要因について，本研究での考え方を整理するとと
もに，機関士エラーによる機関トラブルの発生過程を把握するため，機関士エラー発生
過程細目を構築し，海難審判裁決事例集に記載された機関管理に関わる事件全 1397 件











































































 現在，ERM 導入・実践および教育訓練開発の効果的な環境とされる ERS（Engine 
Room Simulator）の設置および活用検討が十分になされていない現状にある．ERS を






















































































































































 数量 aj,yi の決め方は，サンプ











































カテゴリースコア：𝑎1, 𝑎2, 𝑎3, ∙∙∙, 𝑎𝑗 ,∙∙∙, 𝑎𝑝 
Table A-1 Pattern of response 
 




































3 ○ ○ ○
i ○





























サンプルスコア： 1,  2,  3, ∙∙∙,  𝑖 ,∙∙∙,  𝑛 
ここで，カテゴリースコアの平均を?̅?，サンプルスコアの平均を ̅とする． 
?̅? = 0 ，  ̅ = 0     ② 
 







































𝑖                             ⑤ 
相関係数 r が最大となる𝑎𝑖と 𝑗を求めるには，r を𝑎𝑢, 𝑣で偏微分しそれぞれを 0 とおく． 
∂r
∂a𝑢
= 0                  ⑥             
∂r
∂y𝑣








































= 𝑟 ∙ 𝜎𝑦
𝜕𝜎𝑎
𝜕𝑎𝑢









































































































































∑  𝑖𝑥𝑖(𝑢) =
𝑛
𝑖  𝑟 ∙
𝜎𝑦
𝜎𝑎

















𝑗  = 𝑟 ∙
𝜎𝑎
𝜎𝑦





⋅  𝑣 ∙ 𝑥𝑣(𝑢) = 𝑟 ∙
𝜎𝑎
𝜎𝑦
∑  𝑣 ∙ 𝑥𝑣(𝑢) =
𝑛













⋅ 𝑚𝑢𝑎𝑢 = 𝑟




























































































(H−𝑟2I)X=0                          ⑫ 
 
式⑱より，𝑎𝑗















































共通因子 f と独自因子との存在を仮定し，𝑋𝑗(𝑗 = 1,⋯ , 𝑝)を母平均 0の𝑗番目の基準値デ
ータは，次の式によって表わされると仮定する． 
𝑋𝑗 = 𝜆𝑗1𝑓1 + 𝜆𝑗2𝑓2 +⋯+ 𝜆𝑗𝑚𝑓𝑚 + 𝜀𝑗    (𝑗 = 1,⋯ , 𝑝)                                       ① 
𝑋𝑗(𝑗 = 1,⋯ , 𝑝)を母平均 0の𝑗番目の基準値データ 
𝑓1, 𝑓2,⋯ , 𝑓𝑚:𝑚個の共通因子 
𝜆𝑗1, 𝜆𝑗2,⋯ , 𝜆𝑗𝑚:共通因子負荷量 
𝜀𝑗:独自因子 
 
まず， 𝑝個の変数と m 個の共通因子を各線分とする𝑝次元及び m 次元ベクトルを 
𝑥′ = (𝑋1, 𝑋2,⋯ , 𝑋𝑝),   𝑓









𝜒 = 𝛬𝑓 + 𝜀                          ② 
ここで，次の制約がおかれる． 
i. 共通因子ベクトル f の各成分と独自因子ベクトル𝜀の各成分は無相関，すなわち，








]    (ただし，𝜑𝑗 ≧ 0) (𝑗 = 1,⋯ , 𝑝)      ③ 
 
共通因子の f の分散共分散行列は，以下の通りとなる． 




𝑉𝑎𝑟(𝜒) = Σ = 𝛬𝛷𝛬′ + 𝜓           ⑤ 
なお，因子分析においては，∑として相関係数行列が用いられる． 
また，p 個の変数χと m 個の共通因子 f 間の分散共分散行列は，因子構造行列𝛤と呼ばれ，
以下の通りである． 
𝛤 = 𝐶𝑜𝑣(𝜒, 𝑓) = 𝛬𝛷      ⑥ 
 
B-1.共通性の性質 
 共通性の推定値には，変数𝑋𝑗を基準変数，𝑋𝑗を除く p-1 個の変数を説明変数とする重
相関係数𝜌𝑗の平方がある． 
Σが正則行列のとき，      𝜌𝑗
2 = 1 − (1/𝜎𝑗𝑗)            ⑦ 
ただし，𝜎𝑗𝑗は，Σ−1の第 j 番目の対角要素である． 
 
B-2.推定 
 因子分析にかける多変量データ行列 X(n×p 行列とする)から計算される標本分散共分
散行列𝑆 = ((1/𝑛)𝑋′𝑋)を用いて，因子負荷量行列Λは，以下の適合度関数により推定し
た． 
𝐹𝑈𝐿𝑆(𝛬, 𝜓) = ‖𝑆 − 𝛴‖
2     (ただし，𝛴 = 𝛬𝛬′ + 𝜓)         ⑧ 
 
‖𝑆 − 𝛴‖2  = ‖(𝑆 − 𝜓) − 𝛬𝛬′ ‖^2                ⑨ 
𝜓を既知とすれば，⑨式を最小にするΛは，以下の通りである 
(𝑆 − 𝜓)𝛬 = 𝛬∆2        ⑩ 
 因子分析における主因子法を実際のデータに適用して𝛴 − 𝜓 = 𝛬𝛬′を満たす因子負荷
量行列𝛬を求めるにあたり，適切な共通因子数 m と共通性の推定値 H=Diag(𝛴 − 𝛹)を推
定する必要がある． 
 𝜓の推定に関しては共通性の反復推定を用いた．この方法は共通性の初期値を






 ｐ変数の因子分析により m 個の因子が抽出され，p×m 行列 A が因子負荷行列として得
られた場合，A の回転行列を T とすれば，回転後の因子負荷行列は 
B=AT       ⑪ 
となる．T に𝐷𝑖𝑎𝑔( ′ ) = 𝐼𝑚という制約しかおかない場合を斜交回転となる．あらかじ
め回転の目標となる行列 G を定め，制約条件 ′ = 𝐼𝑚のもとで 
‖𝐺 − 𝐴 ‖2 = 𝑡𝑟[(𝐺 − 𝐴 )′(𝐺 − 𝐴 )]     ⑫ 
87 
 
⑫式を最小にする回転行列 T を定める 
T = V𝑈′ = 𝐴′𝐺(𝐺′𝐴𝐴′𝐺)−1/2      ⑬ 
 次に同一の変数群に関して，複数個（r とする）の異なる手段で因子分析をした場合，
このとき得られた因子負荷行列を𝐴1, 𝐴2,⋯ , 𝐴𝑟 , 𝐺
′𝐺 = 𝐼𝑚を満たす共通の目標行列をGと
する． 
∑ ‖𝐺 − 𝐴𝜅 𝜅
′‖2 =𝑟𝜅=1 ∑ 𝑡𝑟[(𝐺 − 𝐴𝜅 𝜅)
′(𝐺 − 𝐴𝜅 𝜅)] 
𝑟
𝜅=1   ⑭ 







𝜅=1 )𝐺 = 𝐺Δ,          𝜅 = (𝐴𝜅
′ 𝐴𝑘)
′𝐴𝜅
′ 𝐺      (𝜅 = 1,⋯ , 𝑟)     ⑮ 
  共通の因子負荷行列 G は行列∑ 𝑃𝐴𝜅
𝑚
𝜅=1 の最大 m 個の固有値に対応する固有ベクトル





推定値𝑓を求める必要がある．個体 i の m 個の因子に関する因子得点の推定値𝑓?̂?は，因子
分析にかけた n×p 次の多変量データ行列 X の i 番目の p 次行列ベクトルを𝑥𝑖,m×p 次の
重み行列を B とすれば，𝑓?̂? = 𝐵𝑥𝑖となる．⑯式の方法は，斜交モデルである． 

















]      ⑰ 
という構造を与えることは，変数群 X,Y 間の母分散共分散行列に関して，仮説Σ𝑋𝑌 = 0の
仮説検定を行うことと同等になる．また，X,Y に含まれる変数が，X=(x),Y=(y)とそれぞ
れ 1つずつの場合，仮説構造(Σ𝑋𝑋 = Σ𝑌𝑌)の設定は，母分散σ𝑋2 = 𝜎𝑌2の検定に帰着される． 
 
𝑝1個の原因変数を𝑥
′ = (𝑋1, 𝑋2,⋯ , 𝑋𝑝1), 𝑝2個の結果変数を 




和，同様に y を潜在因子ηとその誤差項𝜀𝑦の線形和に分解する． 
χ = Λ𝑥𝜉 + 𝛿,    (𝐸(𝜉) = 0, 𝐸(𝛿) = 0, 𝐶𝑜𝑣(𝜉, 𝛿) = Ο)     ⑱ 
y = Λ𝑦𝜂 + 𝜀,    (𝐸(𝜂) = 0, 𝐸(𝜀) = 0, 𝐶𝑜𝑣(𝜂, 𝜀) = Ο)    ⑲ 
 ここで，ξと𝜂の間に，次のような関係式がある． 
𝜂 = 𝐵𝜂 + 𝛤𝜉 + 𝜁    ( ただし，𝐶𝑜𝑣(𝜂, 𝜁) = 𝛰, 𝐶𝑜𝑣(𝜁, 𝜉) = Ο)     ⑳ 
⑳式は，𝐵# = 𝐼 − 𝐵とおくことにより以下の式となる． 




る x，⑲式における y のように少なくとも一度は他の変数の結果になる変数のことを内
生変数という．誤差変数は必ず外生変数になる．以上の結果，𝑧′ = ( ′, 𝑥′)の分散共分散













]      ㉒ 
ただし，ϕ = E(ξ𝜉′), 𝜓 = 𝐸(𝜁𝜁′),  Θ𝜀 = 𝐸(𝜀𝜀
′),  𝛩𝛿 = 𝐸(𝛿𝛿




未知パラメータ(Λx,Λy,Γ等)は z'=(y',x')の標本共分散行列 S に基づき，最小 2 乗法によ
り推定する．データとモデルの乖離の程度を評価する方法は以下の通りである．ただし，







 𝑝(𝑝 + 1) −𝑚   ㉓ 
m:推定された母数の数 
 
（2） 適合度指標(GFI : goodness of fit index) 








2       ㉔ 
 
（3） 修正適合度指標（AGFI : adjusted GFI） 
𝐴𝐺𝐹𝐼 = 1 −
𝑝(𝑝+1)
2𝑑𝑓








 n 個の個体に関する p 個の説明変数𝑋1, 𝑋2,⋯ , 𝑋𝑝および目的変数 Y の観測値が与えられ
ている場合の重回帰分析の一般的モデルは次の通りである． 
 𝑗 = 𝛽1𝑥1𝑗 + 𝛽2𝑥2𝑗 +⋯+ 𝛽𝑝𝑥𝑝𝑗 + 𝛼 + 𝜀𝑗    (𝑗 = 1,⋯ , 𝑛)       ① 
ただし，確率変数とみなされる誤差項𝜀𝑗については次のような過程がおかれる． 
（1） 𝐸(𝜀𝑗) = 0             (誤差項の期待値（平均）は 0 である) 
（2） 𝑉𝑎𝑟(𝜀𝑗) = 𝜎
2           (誤差項の分散は個体 j に関係なく一定である．等分散の               
仮定と呼ばれる) 
（3） 𝐶𝑜𝑣(𝜀𝑗 , 𝜀𝑖) = 0    (𝑖 ≠ 𝑗)      (異なる個体間の誤差項の無相関である．誤差項の独立性 
と呼ばれる) 
これらの仮定により，j 番目の観測値 𝑗は母平均(𝛽1𝑥1𝑗 +⋯+ 𝛽𝑝𝑥𝑝𝑗 + 𝛼),誤差分散𝜎
2を
持つ確率変数となる． 
式①のモデル式における未知母数𝛼, 𝛽1, 𝛽2,⋯ , 𝛽𝑝は， 
𝑓(𝛼, 𝛽1, 𝛽2, ⋯ , 𝛽𝑝) = ∑ ( 1 − (𝛽1𝑥1𝑗 +⋯+ 𝛽𝑝𝑥𝑝𝑗 + 𝛼))
2
𝑛
𝑖=1       ② 
を最小にすることによって推定する．式②を最小にする𝛼, 𝛽1, 𝛽2, ⋯ , 𝛽𝑝の推定量は最小 2
乗推定量と呼ばれ，これらのα, 𝑏′ = (𝑏1, 𝑏2, +⋯+ 𝑏𝑝)とおく．ここで，式②をαで偏微分
すると，αの推定値αは式③となる． 
α =  ̅ − (𝑏1?̅?1 +⋯+ 𝑏𝑝?̅?𝑝)   ③ 
 変数Y, 𝑋1,⋯ , 𝑋𝑝の平均値を 0 と仮定すると，式③より，α = 0となる．次に，n 個の個体
に関する観測値からそれぞれの変数の平均値を減じて得られる平均偏差得点を各成分と
る n 次元ベクトルを y, n×p 行列を X=(𝑥1, 𝑥2,⋯ , 𝑥𝑝)によって表わす時，式①とその制約
条件を行列とベクトルによって表わすと以下の通りになる． 
y = Xβ + ε              (ただし，E(ε) = 0, Var(ε) = 𝜎2𝐼𝑛)       ④ 
となり，式②は以下の通りになる． 
𝑓(𝛽) = ‖ − 𝑋𝛽‖2 = ( − 𝑋𝛽)′( − 𝑋𝛽)           ⑤ 
に帰着される．上式をβに関して最小にすることにより，βの推定量 b（最小 2 乗推定量）
が得られる．βの最小 2 乗推定量 b は次式で満たされる． 










=  −  ̂ =  − 𝑋𝑏 =  − 𝑃𝑥 = (𝐼𝑛 − 𝑃𝑋) = 𝑄𝑥       ⑦ 
 
D-2 偏回帰係数 




′𝑋,およびR𝑋𝑋 = (1 𝑛⁄ )𝑍
′𝑍とする．さらに，目的変数 Y と𝑋𝑗(𝑗 = 1,⋯ , 𝑝)の
各変数との共分散，および相関係数を各成分とする p 次元ベクトルをそれぞれ 
𝑆𝑋𝑦 = (𝑆𝑥1𝑦, 𝑆𝑥2𝑦 ,⋯ , 𝑆𝑥𝑝𝑦)
′     𝑟𝑋𝑦 = (𝑟𝑥1𝑦 , 𝑟𝑥2𝑦 ,⋯ , 𝑟𝑥𝑝𝑦)
′        ⑧ 
とする．式⑥で定義される b の各成分は偏回帰係数と呼ばれ以下の通りである． 




′ ) = 𝑆𝑋𝑋
−1𝑆𝑋𝑦             ⑨ 
となる．さらに，𝑍𝑋をX = (𝑥1, 𝑥2,⋯ , 𝑥𝑝)の標準得点を各成分とする n×p 行列，および𝑍𝑦を





















     (= 𝑚 (𝑋,  )とおく）    ⑫ 
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